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研究成果の概要（和文）：本研究は，不安障害を示す児童に対する認知行動療法プログラムを開

発し，その有効性を検討することを目的とした。本研究の成果は以下の通りである。第１に，

８セッションから構成される認知行動療法プログラムが開発された。第２に，不安障害を示す

児童を対象とした実践研究において，75％の児童が不安障害の診断から外れる等の成果が得ら

れた。本研究によって，児童の不安障害に対する認知行動療法の有用性と有効性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purposes of this study were to develop the program of cognitive
behavior therapy (CBT) and evaluate its effect for children with anxiety disorders. In this
study, the CBT program included 8 sessions were developed, and 75% children participated
the program were free from diagnosis of anxiety disorders through practical study. This
outcome suggested that efficacy and effectiveness of CBT for children with anxiety
disorders in Japan.
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１．研究開始当初の背景
(1) 児童の不安症状における海外及び国内の
研究動向
不安障害とは，不安症状と回避行動を中心

とした問題である。児童の不安障害の有病率
は 10％前後と報告されており（Costello et
al., 2004），児童の心理的問題の不安の問題は

最も多く報告される問題の１つである
（Albano et al., 2003）。本邦においても，不
安症状を示す児童の多くが，友人関係や勉強
について不適応を感じている（石川ら，2003）。
したがって，児童の不安症状への対応は臨床
心理学における重要な課題であり，早期発
見・介入が求められる問題である。
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(2) 児童の不安症状に対する認知行動療法に
関する研究動向と問題点
近年，実証に基づく心理療法の観点から，

認知行動療法が注目されている。認知行動療
法とは，これまでに有効性が実証されている
行動的技法と認知的技法の組み合わせによ
って，問題を改善しようとするアプローチで
ある（坂野，2000）。欧米を中心とした先行
研究によると，他の心理療法と比べて，児童
の不安症状の改善には認知行動療法が有効
であるとされている（Cartwright-Hatton et
al., 2004; Ishikawa et al., 2007）。これらプ
ログラムの内容は，欧米諸国において実施さ
れた不安症状の改善にどのような要因が関
連しているかを検討した心理的問題の発
生・維持，そして改善メカニズムに関する研
究の結果に基づいて作成されている。したが
って，我が国の児童を対象として，不安症状
の改善メカニズムを検討することなしに，欧
米のプログラムを単に流用しても，その有効
性は認められない可能性が高い。

(3) 本邦における精神病理学・異常心理学的
研究と本研究の位置づけ
著者らは，個人の内的な反応パターンであ

る認知的特徴に注目し，本邦の児童における
認知的特徴を明らかにし，それらが不安症状
に影響するかを検討した。一連の研究の結果，
本邦の児童においては，場面を解釈するとき
に生じるネガティブに偏った推論の仕方で
ある認知の誤りと，不安な場面で自然に頭の
中に浮かんでくる考えであるネガティブな
自己陳述が存在し，その２つが不安症状に影
響していることが明らかになった（石川・坂
野，2003；石川・坂野，2005b）。さらに，
認知的特徴と不安症状の関連を示す児童期
不安症状の認知行動モデルの妥当性が確認
された（Fig. 1；石川・坂野，2005a）。

２．研究の目的
本研究においては，上記の一連研究結果に

基づき，我が国の児童にみられる認知の誤り
を変容し，不安症状の改善を目指す認知行動
療法プログラムを開発し，その有効性を検討
することを目的とする。

３．研究の方法
(1) 対象者と募集手続き
不安症状を示す児童は，以下の手続きで募

集された。まず，Ａ県Ｂ市内の公立学校に保
護者宛のパンフレットを配布し，学校内での
募集を呼びかけた。次に，Ａ県内の新聞の紙
面上で対象者の募集を行った。問い合わせの
あった家族について，児童の不安障害を診断
するための半構造化面接（Silverman &
Albano, 1996）を実施した。その結果，不安
障害の基準に合致し，外面化障害（ADHD，
反抗挑戦性障害，行為障害），物質乱用，統
合失調症，精神遅滞，広汎性発達障害，摂食
障害，身体表現性障害に合致しない小学生 12
名（男子６名，女子６名；平均年齢 10.33 歳，
標準偏差 1.85）を介入群とした。対象者の不
安障害の内訳は，分離不安障害３名，社会恐
怖７名，特定の恐怖 10 名，全般性不安障害
８名であり，その他に緘黙１名，気分変調症
１名が含まれた（延べ人数）。12 名のうち，
10 名（83.33％）が複数の不安障害の診断基
準を満たしていた。

(2) 認知行動療法プログラム
これまで実施されてきた認知行動療法プ

ログラムと，本邦における試行的な取り組み
を参考に，Table 1 に示すような児童の不安
障害に対する認知行動療法プログラムを開
発した。プログラムは，全８セッションで構
成されており，各セッションは 60～90 分で
終了するよう作成されている。効果の維持の
ために，およそ１週間に１回のペースで実施
された。また，毎回のセッション終了時には，
ホームワークを課した。
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Fig. 1 児童の不安症状維持モデル（石川・坂野，2005a）



(3) 測定材料
①面接
Anxiety Disorders Interview Schedule for
DSM-IV（ADIS; Silverman & Albano,
1996）
②質問紙
Spence Children’s Anxiety Scale 邦訳版
（SCAS；Ishikawa et al., 2009）
児童用自己陳述尺度（CSSS；石川・坂野，
2005b）
児童用認知の誤り尺度（CCES；石川・坂野，
2003）
Depression Self-Rating Scale for Children
（DSRS；村田ら，1996）
③アセスメント時期

質問紙査定は，プログラム開始時点，終了
時点，１ヶ月および，３ヶ月フォローアップ
時点において行われた。ADIS による面接査
定は，プログラム開始時点，終了時点，３ヶ
月フォローアップ時点において実施された。

(4) プログラム実施形態
プログラム開始に先立ち，オリエンテーシ

ョンを開催し，①認知行動療法プログラムの
概要説明，②質問紙調査，③インフォームド
コンセント，を親と子どもの両者に行った。
なお，本研究においては，プログラムに参加
して得られた個人情報については厳守され
ること，得られた情報は研究目的以外には使
用しないこと，の２点について親と子の両者
に対して書面と口頭で説明を行った。さらに，
プログラムにおける情報管理に関して理解
が得られた親と子に対して，個人が特定でき
ない形式において，面接やプログラムの結果
の報告の許可を得た上で，プログラムが実施
された。
プログラムのリーダーは臨床心理士の資

格を有する筆頭著者が務め，コ・リーダーと
して，臨床心理士の資格を有する共著者，お
よび臨床心理学を専攻とする大学院生がセ
ッションの補助を行った。本プログラムの構
成においては，前回の内容を把握していない
と次のセッションに参加しても児童が理解
できないため，セッションは小グループ形式
で行ったが，日程上の都合が合わない参加者
に対しては，そのセッションの内容を補うた
めに個別セッションを行った。したがって，
全ての参加者が，全てのセッションに参加し
ている。保護者は，セッションを部屋の後ろ
で見学しており，不安階層表の作成，エクス
ポージャー場面の選定など，必要に応じてセ
ッションに参加することもあった。加えて，
セッション終了後に，親だけを集めて，家庭
でのホームワーク，ホームワークエクスポー
ジャーの計画等について話し合いを行った。

(5) 統制群の設定
統制群については，個人が特定されること

はないことを条件に学校長の判断の下に，プ
ログラム実施期間とほぼ同じ期間（２ヶ月）
をおいて２度の質問紙査定（SCAS，CSSS，
CCES，DSRS）がなされた。児童に対して
は，プライバシーは守られること，個人が特
定されることはないこと，を伝えた上で，参
加を求めた。その結果，公立小学校に通学中
の３～６年生 403 名（男子 147 名，女子 157
名；平均年齢 10.19 歳，標準偏差 1.04）から
回答が得られた。その中から，同じ不安症状
の得点レベルを示す児童同士を比較するた
めに，マッチングサンプルの抽出を行った。
まず，認知行動療法プログラムに参加した児
童と性，学年，および事前の SCAS 得点が一
致する統制群の児童を抽出し，その中から，
乱数表に基づいてマッチングサンプルとな
る児童を無作為に抽出した。マッチングされ
た統制群（12 名）と介入群の男女比は完全に
一致しており，平均年齢（t(22)=-0.74），事
前の SCAS（t(22)= -0.01）， CSSS の「ポジ
ティブ自己陳述」（t(22)=1.27）と「ネガティ
ブ自己陳述」（t(22)=0.52）， CCES
（t(22)=0.67），および DSRS（t(22)=-1.06）
に有意な差はみられなかった。

４．研究成果
(1) プログラムの効果
介入群の変化を確認するために，プログラ

ム開始前（事前），プログラム終了後（事後），
１ヶ月フォローアップ（FU1），３ヶ月フォ
ローアップ（FU2）の４点における SCAS38
項目合計得点について分析を行った。その際，
一部の対象者において欠損値がみられる点
を考慮し，混合モデルによる分析を採用した。
時期（事前，事後，FU1，FU2）を固定効果，
対象者を変量効果として，分析を行ったとこ
ろ ， 時 期 の 主 効 果 が 有 意 で あ っ た
（F(3,32.265)=11.29, p<.01）。Bonferroni の
法を用いた多重比較の結果を Fig. 2 に示す。
プログラム終了時点の得点は，プログラム開
始前よりも有意に低減していることが示さ
れた（p<.05）。さらに，FU1 および FU2 に
おいても，プログラム開始前よりも得点が有
意に低く（いずれも p<.01），効果の維持が確
認された。またプログラムの効果の大きさを
検討するために，事前―事後，事前―FU2 に
ついて，SCAS の得点を元に被験者内 d 値を
算出した。その結果，事前―事後においては，
d=1.14（95％信頼区間＝0.47-1.80）と効果
サイズは大きいことが明らかとされた
（p<.05）。さらに，事前―FU2 の被験者内 d
値は，d=1.45（95％信頼区間＝0.88-2.02）
とさらに大きく（p<.01），プログラムによっ
て，大きな治療効果が得られていることが示



された。

CCES 得点についても時期の主効果が有意
であった（F(3, 28.09)=19.20, p<.01）。多重
比較の結果，事前と比較して事後，FU1，FU2
の得点は有意に低いことが示された（いずれ
も p<.01）。一方，CSSS の「ポジティブ自己
陳述」については時期の主効果は有意でなか
った（F(3, 28.09)=1.53）。CSSS の「ネガテ
ィブ自己陳述」については，時期の主効果が
有意であり（F(3, 28.13)= 14.53, p<.01），事
前の得点と比較して，FU1 と FU2 において
ネガティブな自己陳述が有意に減少してい
ることが示された（いずれも，p<.01）。DSRS
得点においても，時期の主効果は有意であっ
た（F(3, 27.31)=7.26, p<.01）。多重比較の結
果，事前と比較して FU1 と FU2 の得点が有
意に低いことが示された（p<.05，p<.01）。

次に，ADIS の不安度，日常生活障害度に
ついて変化を検討するために，プログラム開
始前と，プログラム後，FU2 の変化について
一要因の分散分析を行った（Fig. 3）。その結
果，ADIS の不安度について時期の主効果が
有意であった（F(2,94)=44.21, p<.01）。
Bonferroni の法を用いた多重比較の結果，プ
ログラム終了後の不安度は，プログラム開始
前より有意に低く（p<.01），FU2 においては，
開始前，終了後よりも得点が有意に低減して
いることが示された（いずれも p<.01）。一方，
日常生活障害度についても時期の主効果が
みられ（F(2,39)=29.57, p<.01），多重比較を
行ったところ，プログラム終了後の日常生活
障害度は，プログラム開始前より有意に低く
（p<.01），FU2 においては，開始前，終了後
よりも得点が有意に低減していることが明
らかとなった（いずれも p<.01）。さらに，
FU2 の不安度の平均値は 3.92，日常生活障
害度では 3.32 と診断の基準とされる４を下
回っている。つまり，プログラムによって，
不安度や日常生活の障害度は非臨床レベル
まで改善することが示された。また，プログ
ラムの結果，何らかの不安障害の診断基準か
ら外れたものは，12 名中 9 名（75.00％）で
あり，ADIS の診断基準において不安度，日
常生活障害度のいずれかで改善がみられた
児童は 12 名すべてであった（100.00％）。

(2) 統制群との比較
次に，各指標におけるプログラム参加者の

変化と一般児童の時間経過による変化を比
較した。分析には混合モデルを用いた。SCAS，
CCES，CSSS，および DSRS の得点につい
て，対象者を変量効果として，群の効果（介
入群・統制群），時期の効果（事前・事後），
およびその交互作用項をモデルに投入した。
結果を Table 2 に示す。まず，SCAS 得点に
おいては，群と時期の主効果と交互作用が有
意であったため，単純主効果の検定を行った
（Fig. 4）。その結果，介入群のみ事前から事
後にかけて得点が有意に減少していること
が示された（p< .01）。また，プログラム開始
前は得点に差はなかったが，事後においては
介入群の得点が有意に低いことが示された
（p< .05）。次に，CCES 得点については，時
期の主効果と交互作用が有意であった。そこ
で，単純主効果の検定を行ったところ，介入
群においてのみ事前から事後にかけて得点
が減少していることが示された（p< .01）。ま
た，介入後においては，介入群の方が統制群
と比べて有意に得点が低かった（p< .05）。
CSSS の「ポジティブ自己陳述」については，
群の主効果においてのみ有意傾向がみられ，
時期の主効果および，交互作用が有意ではな
かった。「ネガティブ自己陳述」得点につい
ては，交互作用は有意であった。単純主効果
を検討したところ，介入群においては得点の
変化が有意傾向であり（p=.05），終了後の両
群の差も有意傾向であった（p=.08）。一方，
DSRS においては，有意な結果は得られなか
った。



(3) 結語
本研究の結果，プログラム終了後，および

１ヶ月と３ヶ月フォローアップ時点におい
て不安症状の改善がみられた。また，プログ
ラム参加児童の９名（75％）が不安障害の診
断基準から外れることも示された。同レベル
の不安症状を示すマッチングサンプルとの
比較の結果，プログラム参加児童はプログラ
ム終了時点での不安症状の得点が有意に低
いことが示された。同様に，認知の誤りやネ
ガティブ自己陳述においても改善が確認さ
れた。以上の結果から，本邦における児童の
不安障害に対する認知行動療法プログラム
の適用可能性と有効性が示唆された。
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